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（１） 23,400 戸

（２） 8,427,810 ㎥

（３） 23,090 ㎥

（４） 674,921 千円

2,431,809 千円

2,281,743 千円

150,064 千円

2 千円

2,243,857 千円

2,075,485 千円

144,364 千円

23,008 千円

1,000 千円

議案第15号

（総則）

（業務の予定量）

平成26年度天理市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

平成26年度天理市水道事業会計予算

収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

業務の予定量は、次のとおりとする。

年 間 総 有 収 水 量

第１条

第２条

給 水 戸 数

営 業 収 益

第３条

一 日 平 均 有 収 水 量

主 要 な 建 設 改 良 事 業

（収益的収入及び支出）

第 ２ 項

第 １ 項

第 １ 款 水 道 事 業 費 用

営 業 外 収 益

第 ３ 項 特 別 利 益

支 出

不足する額858,366千円は、過年度分損益勘定留保資金206,293千円、当年 度分 損益 勘定

営 業 費 用

営 業 外 費 用

第 ３ 項

第 １ 項

第 ４ 項 予 備 費

特 別 損 失

第 ２ 項

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し

配水管整備事業等

補塡するものとする。）。

（資本的収入及び支出）

第４条

収 入

第 １ 款 水 道 事 業 収 益

留保資金605,812千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額46,261千円で
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370,151 千円

21,132 千円

39,177 千円

10 千円

11,365 千円

298,467 千円

1,228,517 千円

722,669 千円

305,848 千円

200,000 千円

（１）

（２）

（１） 300,055 千円

（２） 100 千円

提 出

天 理 市 長 並 河 健

収益的支出における各項間の流用

資本的支出における各項間の流用

投 資

（一時借入金）

第５条 一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。

第 ２ 項 企 業 債 償 還 金

第 ２ 項 分 担 金

固 定 資 産 売 却 代 金第 ３ 項

第 １ 項

収 入

第 １ 款 水 道 事 業 資 本 的 収 入

負 担 金

第 ５ 項 投 資 償 還 金

支 出

建 設 改 良 費

第 １ 款 水 道 事 業 資 本 的 支 出

平 成 26 年 ３ 月 ４ 日

統合水道等のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、16,555千円である。

交 際 費

第 ３ 項

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

職 員 給 与 費

第６条

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

第 ４ 項 補 助 金

第９条 たな卸資産の購入限度額は、26,653千円と定める。

第８条

次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以第７条

（他会計からの補助金）

（たな卸資産購入限度額）

第 １ 項
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うち、仮受消費税及び地方消費税
167,215千円

収 益
１ 営 業 収 益 2,281,743

１ 給 水 収 益 2,253,370 水道料金

２ 受 託 工 事 収 益 25,412
配水管移設工事等に伴う
受託工事収益

３ そ の 他 営 業 収 益 2,961 手数料等

２ 営業外収益 150,064

１ 受 取 利 息 2,078 預金及び有価証券の利息

２ 他 会 計 補 助 金 5,190 統合水道等に伴う補助金

３ 長 期 前 受 金 戻 入 141,539
補助金等により取得した固定資産の
償却見合額

４ 雑 収 益 1,257

３ 特 別 利 益 2

１ 固 定 資 産 売 却 益 1

２ 過年度損益修正益 1

うち、仮払消費税及び地方消費税
89,715千円、納税額31,332千円

費 用
１ 営 業 費 用 2,075,485

原水及び浄水設備の運転、維持及び
管理に要する費用

配水に係る設備並びに給水装置の維
持及び管理に要する費用

３ 受 託 工 事 費 57,043
配水管移設工事等に伴う
受託工事費用

４ 総 係 費 202,969 事業活動全般に関連する費用等

５ 減 価 償 却 費 653,966 固定資産の償却費用

６ 資 産 減 耗 費 22,248 固定資産の除却費等

７ そ の 他 営 業 費 用 6 材料売却原価等

２ 営業外費用 144,364

１ 支 払 利 息 112,772 企業債及び一時借入金に対する利息

２ 雑 支 出 260

３ 消費税及び地方消費税 31,332

平成26年度天理市水道事業会計予算実施計画

 収益的収入及び支出

収 入

款 項 目 備 考予定額 （千円）

１

２

967,732

171,521

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

款 項 予定額 （千円）

１ 水 道 事 業 2,431,809

支 出

１ 水 道 事 業 2,243,857

備 考目
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３ 特 別 損 失 23,008

１ 固 定 資 産 売 却 損 100

２ 過年度損益修正損 3,255

３ そ の 他 特 別 損 失 19,653

４ 予 備 費 1,000

１ 予 備 費 1,000

うち、仮受消費税及び地方消費税
4,467千円

資本的収入
１ 負 担 金 21,132

１ 負 担 金 21,132 配水管布設工事負担金

２ 分 担 金 39,177

１ 分 担 金 39,177 施設分担金

３ 固 定 資 産 10

売 却 代 金
１ 固定資産売却代金 10 既取得資産の売却代金

４ 補 助 金 11,365

１ 他 会 計 補 助 金 11,365 統合水道に伴う補助金

５ 投資償還金 298,467

１ 投資有価証券償還金 298,467

うち、仮払消費税及び地方消費税
50,817千円

資本的支出
１ 建設改良費 722,669

１ 固 定 資 産 費 685,709 配水管改良工事費等

２ 職 員 給 与 費 36,960

２ 企 業 債 305,848

償 還 金
１ 企 業 債 償 還 金 305,848 既借入金の元金償還

３ 投 資 200,000

１ 投 資 有 価 証 券 200,000

目

予定額 （千円）目

 資本的収入及び支出

項

款 項

収 入

款 項

支 出

款 備 考

備 考

370,151

目 予定額 （千円）

平成26年６月支給の期末勤勉手当、法定福
利費のうち平成25年12月～平成26年３月分

予定額 （千円） 備 考

１ 水 道 事 業 1,228,517

１ 水 道 事 業
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１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 141,539

減価償却費 653,966

賞与引当金の増減額（△は減少） 19,892

退職給付引当金の増減額（△は減少） △69,045

修繕引当金の増減額（△は減少） △70,504

貸倒引当金の増減額（△は減少） 16,253

長期前受金戻入額 △141,539

受取利息 △2,078

支払利息 112,772

固定資産除却損 22,193

固定資産売却損 100

未収金の増減額（△は増加） △831

未払金の増減額（△は減少） 17,561

貯蔵品の増減額（△は増加） 58

その他流動資産の増減額（△は増加） 119

小計 700,456

利息の受取額 2,078

利息の支払額 △112,772

業務活動によるキャッシュ・フロー 589,762

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △684,666

有形固定資産の売却による収入 10

有価証券の取得による支出 △200,000

有価証券の売却による収入 298,467

補助金、負担金等による収入 55,842

投資活動によるキャッシュ・フロー △530,347

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △305,848

リース債務の返済による支出 △712

他会計からの出資による収入 11,365

財務活動によるキャッシュ・フロー △295,195

資金減少額 235,780

資金期首残高 1,482,610

資金期末残高 1,246,830

平成26年度　天理市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）

（単位：千円）
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法 定

報酬 給料 賃金 手当 計 福利費

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

( 6 )
24

( 0 )
4

( 6 )
28

( 3 )
27

( 0 )
4

( 3 )
31

( 3 )

( 0 )

( 3 )

管 理 職 時 間 外
手 当 勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（千円）

本年度 0

前年度 27,109

比   較 △ 27,109

給　　与　　費　　明　　細　　書

１　総　括

区 分

職　 員　 数 給 与 費
合 計

特別職 一般職

（人） （人） （千円）

本

年

度

損益勘定支弁職員 1 201 116,912 5,472 87,765 210,350 49,866 260,216

資本勘定支弁職員 0 0 18,468 0 13,622 32,090 7,749 39,839

合 計 1 201 135,380 5,472 101,387 242,440 57,615 300,055

前

年

度

損益勘定支弁職員 1 292 116,565 5,472 103,300 225,629 47,991 273,620

資本勘定支弁職員 0 0 18,767 0 13,906 32,673 7,940 40,613

合 計 1 292 135,332 5,472 117,206 258,302 55,931 314,233

比

較

損益勘定支弁職員 0 △ 91 347 0 △ 15,535 △ 15,279 1,875 △ 13,404
△ 3

資本勘定支弁職員 0 0 △ 299 0 △ 284 △ 583 △ 191 △ 774
0

合 計 0 △ 91 48 0 △ 15,819 △ 15,862 1,684 △ 14,178
△ 3

手当の内訳

区   分
扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当 緊急手当

（千円） （千円） （千円）

本年度 5,832 4,662 7,296 804 2,742 14,073 43,631 21,491 180

前年度 6,168 4,896 7,321 804 2,862 14,925 34,942 17,109 180

比   較 △ 336 △ 234 △ 25 0 △ 120 △ 852 8,689 4,382 0

区   分
児童手当

管理職員特
退職手当

別勤務手当

（千円） （千円）

580 96

800 90

△ 220 6
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28 人 5 人 33 人

30 人 5 人 35 人

△ 2 人 0 人 △ 2 人

新陳代謝等に

係 る 増 減 分

△ 2 人

△ 1 人

△ 3 人

4 人

△ 29,961

２　給料及び手当の増減額の明細（一般職）

区 分
増減額

増減事由別内訳（千円） 説　　　明 備　　　　　　　　　　　　　考
（千円）

給 料 48

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分 0

給与改定の状況（前年度）

昇 給 に 伴 う 増 加 分 1,648 平均昇給率  1.28 ％

そ の 他 の 増 減 分 △ 1,600

職員数の異動状況

現 に 在 職
そ の 他 計

する職員数

本年度

前年度

増 減

採用、退職の状況等

 25年度市長部局への出向者数

 25年度退職者数

 25年度下水道事業会計への異動者数

 25年度下水道事業会計からの異動者数

（うち再任用１名）

手 当 △ 16,692
制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分 13,269

賞 与 引 当 金
新 設 に よ る
増 加 分

期末手当　8,484千円

勤勉手当　4,785千円

そ の 他 の 増 減 分

３　給料及び手当の状況

（１） 職員１人当たり給与

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 企　　　業　　　職

平 成 25 年 12 月 １ 日 現 在

平　 均　 給　 料　 月　 額　　（円） 310,789

平　 均　 給　 与　 月　 額　　（円） 400,745

平 　　　均 　　　年 　　　齢　　（歳） 45.1

平 成 24 年 12 月 １ 日 現 在

平　 均　 給　 料　 月　 額　　（円） 339,966

平　 均　 給　 与　 月　 額　　（円） 431,080

平 　　　均 　　　年 　　　齢　　（歳） 44.3

大 学 卒 172,200 172,200

（２） 初任給

区　　　　　　　　　分 企　　　業　　　職　　（円） 一般会計の制度　　行政職（円）

高 校 卒 140,100 140,100

7



( 4 ) 100.0 )
3 10.3

( 0 ) 0.0 )
3 10.3

( 0 ) 0.0 )
4 13.9

( 0 ) 0.0 )
10 34.5

( 0 ) 0.0 )
3 10.3

( 0 ) 0.0 )
6 20.7

( 0 ) 0.0 )
0 0.0

( 0 ) 0.0 )
0 0.0

( 4 ) 100.0 )
29 100.0

( 3 ) 100.0 )
6 19.4

( 0 ) 0.0 )
2 6.5

( 0 ) 0.0 )
4 12.9

( 0 ) 0.0 )
9 28.9

( 0 ) 0.0 )
6 19.4

( 0 ) 0.0 )
4 12.9

( 0 ) 0.0 )
0 0.0

( 0 ) 0.0 )
0 0.0

( 3 ) 100.0 )
31 100.0

１ 級 ２ 級 ４ 級 ７ 級

（Ａ） （人） 28

（Ｂ） （人） 24

２号給 （人）

４号給 （人） 24

６号給 （人）

８号給 （人）

（Ｂ）／（Ａ） （％） 86

（Ａ） （人） 31

（Ｂ） （人） 22

２号給 （人）

４号給 （人） 22

６号給 （人）

８号給 （人）

（Ｂ）／（Ａ） （％） 71

（３） 級別職員数

区 分
企 業 職

級 職　員　数　（人） 構　成　比　（％）

平成25年12月１日現在

１ 級
(

２ 級
(

３ 級
(

４ 級
(

５ 級

(

４ 級

(

６ 級
(

７ 級
(

８ 級
(

７ 級
(

計
(

平成24年12月１日現在

１ 級
(

２ 級
(

３ 級

 （級別の標準的な職務内容）

区                     分 ３ 級 ５ 級 ６ 級

(

５ 級
(

６ 級
(

課長補佐

８ 級
(

計
(

局次長
課   長
主   幹

局   長

（４） 昇給

区 分 企　　　　業　　　　職

企         業         職 主　事 主　事 主　査
係   長
主   任
主 　査

本
 
 

年
 
 

度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

比 率

前
 
 

年
 
 

度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

比 率
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（５） 特殊勤務手当

区　　　　　　　　　　　　　　　　　分 企 業 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） 0.14

支給対象職員の比率（平成25年12月１ 日現 在） （％） 30.30

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 月 額 （円） 2,500

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 緊　急　手　当

（６） 期末手当・勤勉手当

区　　　　　分
支 給 期 別 支 給 率

支 給 率 計 職制上の段階、職務
備 考

６ 月 （月分） 12 月 （月分）
（月分） の級等による加算措置

本 年 度 有
( 0.975 ) （ 1.125 ） (2.10)

1.9 2.05 3.95

前 年 度 有
( 0.975 ) （ 1.125 ） (2.10)

1.9 2.05 3.95

有
一 般 会 計 ( 0.975 ) （ 1.125 ） (2.10)

の 制 度 1.9 2.05 3.95

（７） 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

その他の加算措置等 備 考
（月分） （月分） （月分） （月分）

支 給 率 等 27.025 36.57 52.44 52.44 一般会計の制度と同じ

一 般 会 計

27.025 36.57 52.44 52.44
定年前早期退職特別措置の 制 度

（２％～45％加算）
（支給率等）

（８） その他の手当

区　　　　　　　　　　　分 一般会計の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶　　　　養　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

地　　　　域　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

住　　　　居　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

通　　　　勤　　　　手　　　　当 同　　　　　じ
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(消費税及び地方消費税抜き）

（単位：千円）

１

（１）

イ 521,275

ロ 1,437,456
529,138 908,318

ハ 22,129,355
10,484,262 11,645,093

ニ 4,967,291
4,153,709 813,582

ホ 32,588
24,388 8,200

ヘ 73,466
57,073 16,393

ト 81,363
39,262 42,101

チ 1,490
647 843

リ 2,896

13,958,701

（２）

イ 600,000

ロ 300,000

900,000

14,858,701

２

（１） 1,246,830

（２） 238,961

△ 16,253 222,708

（３） 5,796

（４） 1,300

1,476,634

16,335,335

未 収 金

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

構 築 物

機 械 及 び 装 置

資 産 合 計

流 動 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他 投 資

貯 蔵 品

車両及び運 搬具

平成26年度天理市水道事業予定貸借対照表

（ 平 成 27 年 ３ 月 31 日 ）

資     産     の     部

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

減価償却累 計額

土 地

建 物

減価償却累 計額

減価償却累 計額

工具、器具及び備品

リ ー ス 資 産

減価償却累 計額

減価償却累 計額

量 水 器
減価償却累 計額

減価償却累 計額

投 資

投 資 有 価 証 券

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

有形固定資産合計

現 金 預 金

前 払 金

10



３

（１）

イ 2,971,932

2,971,932

（２） 129

（３）

イ 429,391

ロ 333,945

763,336

3,735,397

４

（１）

イ 293,706

293,706

（２） 649

（３） 160,102

（４） 297

（５）

イ 19,892

19,892

（６）

イ 預 り 金 133,068

133,068

607,714

５

（１） 2,747,940

（２） △ 141,539

2,606,401

6,949,512

６ 4,725,594

７

（１）

イ 5,313

ロ 286,628

ハ 43,097

335,038

（２）

イ

4,325,191

4,660,229

9,385,823

16,335,335

そ の 他 流 動 負 債 合 計

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

引 当 金

その他流動負債

引 当 金

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

分 担 金

当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金

企 業 債

資     本     の     部

負     債     の     部

前 受 金

固 定 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

リ ー ス 債 務

流 動 負 債 合 計

流 動 負 債

修 繕 引 当 金

退職給付引 当金

引 当 金 合 計

企 業 債

固 定 負 債

負 債 合 計

4,325,191

受贈財産評 価額

工 事 負 担 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 金
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(消費税及び地方消費税抜き）

（単位：千円）

１

（１） 2,152,192

（２） 6,671

（３） 134,944 2,293,807

２

（１） 1,003,730

（２） 228,153

（３） 5,802

（４） 185,848

（５） 686,788

（６） 29,592

（７） 6 2,139,919

153,888

３

（１） 3,957

（２） 5,610

（３） 689 10,256

４

（１） 123,452

（２） 7,053 130,505 △ 120,249

33,639

５

（１） 1

（２） 1 2

６

（１） 100

（２） 3,224 3,324 △ 3,322

30,317

320,488

350,805当年度未処分利益剰余金

営 業 外 費 用

支 払 利 息

固 定 資 産 売 却 益

経 常 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

平成25年度天理市水道事業予定損益計算書

（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

当 年 度 純 利 益

営 業 収 益

特 別 利 益

雑 収 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

他 会 計 補 助 金

受 託 工 事 費

総 係 費

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

過 年 度 損 益 修 正 損

前年度繰越利益剰余金

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

雑 支 出

そ の 他 営 業 費 用

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

営 業 費 用

そ の 他 営 業 収 益

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費
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(消費税及び地方消費税抜き）

（単位：千円）

１

（１）

イ 521,275

ロ 1,398,561
505,631 892,930

ハ 21,564,651
10,017,983 11,546,668

ニ 4,931,026
3,996,183 934,843

ホ 28,201
23,245 4,956

ヘ 70,234
52,641 17,593

ト 80,010
38,830 41,180

13,959,445

（２）

イ 698,467

ロ 300,000

998,467

14,957,912

２

（１） 1,482,610

（２） 238,130

（３） 5,854

（４） 1,300

1,727,894

16,685,806

機 械 及 び 装 置

減価償却累 計額

減価償却累 計額

減価償却累 計額

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

投 資

投 資 有 価 証 券

未 収 金

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

平成25年度天理市水道事業予定貸借対照表

（ 平 成 26 年 ３ 月 31 日 ）

資     産     の     部

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

土 地

建 物

構 築 物

車両及び運 搬具
減価償却累 計額

減価償却累 計額

減価償却累 計額
量 水 器

有形固定資産合計

工具、器具及び備品

そ の 他 投 資

前 払 金

貯 蔵 品
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３

（１） 498,436

（２） 404,450

902,886

４

（１） 153,052

（２） 297

（３）

イ 133,068

133,068

286,417

1,189,303

５

（１） 4,714,229

（２）

イ 3,571,486

3,571,486

8,285,715

６

（１）

イ 47,496

ロ 2,335,388

ハ 2,034,295

ニ 947,404

ホ 1,495,400

6,859,983

（２）

イ

350,805

7,210,788

15,496,503

16,685,806

350,805
当 年 度 未 処 分

その他流動負債

工 事 負 担 金

利 益 剰 余 金

負 債 合 計

資     本     の     部

資 本 金

利 益 剰 余 金

流 動 負 債

未 払 金

企 業 債

受贈財産評 価額

剰 余 金

資 本 剰 余 金

借 入 資 本 金 合 計

自 己 資 本 金

借 入 資 本 金

流 動 負 債 合 計

退職給与引当金

負     債     の     部

固 定 負 債

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

分 担 金

補 助 金

前 受 金

預 り 金

そ の 他 流 動 負 債 合 計

寄 附 金

固 定 負 債 合 計

修 繕 引 当 金

14



１ 水道事業収益 2,431,809

１ 営 業 収 益 2,281,743

１ 給 水 収 益 2,253,370

1 水 道 料 金 2,253,370

２ 受 託 工 事 収 益 25,412

1 給 水 工 事 収 益 1

2 受 託 工 事 収 益 25,411

３ そ の 他 営 業 収 益 2,961

1 材 料 売 却 収 益 1

2 手 数 料 1,506

3 他 会 計 負 担 金 1,300

4 雑 収 益 154

２ 営 業 外 収 益 150,064

１ 受 取 利 息 2,078

1 預 金 利 息 545

2 有 価 証 券 利 息 1,533

２ 他 会 計 補 助 金 5,190

1 他 会 計 補 助 金 5,190

３ 長 期 前 受 金 戻 入 141,539

1 長 期 前 受 金 戻 入 141,539

４ 雑 収 益 1,257

1 雑 収 益 1,257

３ 特 別 利 益 2

１ 固 定 資 産 売 却 益 1

1 固 定 資 産 売 却 益 1

２ 過年度損益修正益 1

1 過年度損益修正益 1

項 目 金  額 （千円）

平成26年度天理市水道事業会計予算説明書

節

 収益的収入及び支出

収 入

款
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１ 水道事業費用 2,243,857

１ 営 業 費 用 2,075,485

１ 原 水 及 び 浄 水 費 967,732

1 給 料 25,303

2 手 当 12,822

3 賞与引当金繰入額 3,662

4 賃 金 2,736

5 法 定 福 利 費 9,966

6 旅 費 78

7 被 服 費 156

8 備 消 耗 品 費 1,751

9 燃 料 費 424

10 光 熱 水 費 345

11 印 刷 製 本 費 10

12 通 信 運 搬 費 3,595

13 委 託 料 105,090

14 賃 借 料 859

15 修 繕 費 34,250

16 動 力 費 67,392

17 薬 品 費 18,112

18 材 料 費 500

19 食 糧 費 3

20 負 担 金 6,562

21 受 水 費 673,920

22 雑 費 196

２ 配 水 及 び 給 水 費 171,521

1 給 料 38,921

2 手 当 20,683

3 賞与引当金繰入額 5,755

4 賃 金 1,368

節 金  額 （千円）目

支 出

款 項

16



5 法 定 福 利 費 14,388

6 旅 費 72

7 被 服 費 257

8 備 消 耗 品 費 1,826

9 燃 料 費 445

10 印 刷 製 本 費 93

11 通 信 運 搬 費 4,852

12 委 託 料 24,477

13 賃 借 料 289

14 修 繕 費 32,844

15 路 面 復 旧 費 500

16 動 力 費 15,212

17 薬 品 費 99

18 材 料 費 859

19 量 水 器 費 7,198

20 補 償 金 100

21 負 担 金 1,202

22 雑 費 81

３ 受 託 工 事 費 57,043

1 給 水 工 事 費 2

2 受 託 工 事 費 57,041

４ 総 係 費 202,969

1 給 料 52,688

2 手 当 26,173

3 賞与引当金繰入額 7,579

4 賃 金 1,368

5 報 酬 201

6 法 定 福 利 費 19,829

7 旅 費 1,316

節目 金  額 （千円）款 項

17



8 被 服 費 288

9 備 消 耗 品 費 1,240

10 燃 料 費 25

11 光 熱 水 費 753

12 印 刷 製 本 費 950

13 通 信 運 搬 費 3,116

14 広 告 料 98

15 委 託 料 59,589

16 賃 借 料 1,269

17 修 繕 費 1,264

18 研 修 費 43

19 食 糧 費 11

20 厚 生 費 637

21 負 担 金 1,466

22 庁舎管理等負担金 4,763

23 交 際 費 100

24 保 険 料 1,251

25 貸倒引当金繰入額 16,253

26 雑 費 699

５ 減 価 償 却 費 653,966

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

６ 資 産 減 耗 費 22,248

1 固 定 資 産 除 却 費 22,193

2 たな卸資産減耗費 55

７ そ の 他 営 業 費 用 6

1 材 料 売 却 原 価 1

2 雑 支 出 5

金  額 （千円）

653,966

目 節款 項

1
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２ 営 業 外 費 用 144,364

１ 支 払 利 息 112,772

1 企 業 債 利 息 112,537

2 借 入 金 利 息 225

3 リ ー ス 支 払 利 息 10

２ 雑 支 出 260

1 雑 支 出 260

３ 消 費 税 及 び 31,332

地 方 消 費 税 消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

３ 特 別 損 失 23,008

１ 固 定 資 産 売 却 損 100

1 固 定 資 産 売 却 損 100

２ 過年度損益修正損 3,255

1 過年度損益修正損 3,255

３ そ の 他 特 別 損 失 19,653

1 そ の 他 特 別 損 失 19,653

４ 予 備 費 1,000

１ 予 備 費 1,000

1 予 備 費 1,000

31,332

金  額 （千円）節款

1

項 目
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１ 水 道 事 業 370,151

資 本 的 収 入
１ 負 担 金 21,132

１ 負 担 金 21,132

1 工 事 負 担 金 21,132

２ 分 担 金 39,177

１ 分 担 金 39,177

1 分 担 金 39,177

３ 固 定 資 産 10

売 却 代 金
１ 固定資産売却代金 10

1 固定資産売却代金 10

４ 補 助 金 11,365

１ 他 会 計 補 助 金 11,365

1 他 会 計 補 助 金 11,365

５ 投 資 償 還 金 298,467

１ 投資有価証券償還金 298,467

1 投資有価証券償還金 298,467

節款 項 金  額 （千円）

収 入

 資本的収入及び支出

目
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１ 水 道 事 業 1,228,517

資 本 的 支 出
１ 建 設 改 良 費 722,669

１ 固 定 資 産 費 685,709

1 取 水 施 設 費 50,709

2 導水管改良工事費 164,160

3 配 水 施 設 費 137,730

4 配水管新設工事費 28,504

5 配水管改良工事費 210,789

6 調査・設計委 託料 62,093

7 機 械 及 び 装 置 20,936

8 車 両 及 び 運 搬 具 5,069

10 量 水 器 費 1,461

11 リ ー ス 債 務 費 768

２ 職 員 給 与 費 36,960

1 給 料 18,468

2 手 当 11,249

3 法 定 福 利 費 7,243

２ 企業債償還金 305,848

１ 企 業 債 償 還 金 305,848

1 企 業 債 償 還 金 305,848

３ 投 資 200,000

１ 投 資 有 価 証 券 200,000

1 投 資 有 価 証 券 200,000

3,490

項

工 具 、 器 具
及 び 備 品 費

節

9

款 金  額 （千円）目

支 出
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注記

Ⅰ． 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

　満期保有目的債権　　　　　　償却原価法（利息法）

２ 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産　(リース資産を除く。)

・ 定額法による。

・

50年

38年～40年

10年～20年

 5年

 5年～15年

リース資産

・ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

３ 引当金の計上方法

退職給付引当金

に相当する額を計上している。

賞与引当金

貸倒引当金

検討し、回収不能見込額を計上している。

４ 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

Ⅱ． 予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

重要な非資金取引

資産及び負債の額はそれぞれ1,490千円である。

建物

構築物

機械及び装置

（２）

車両及び運搬具

工具、器具及び備品

（２）

（１）

当年度より、改正後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額

職員の期末手当、勤勉手当及びそれに伴う法定福利費の支給に備えるため、

当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収可能性を

新会計基準への移行処理に伴い、当年度計上したファイナンス・リース取引に係る

（３）

（１）

減価償却の方法

主な耐用年数
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Ⅲ． 予定貸借対照表等に関する注記

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

である。

２ 引当金の取崩し

退職給付引当金の取崩し

退職給付引当金69,045千円を使用する。

修繕引当金の取崩し

ため、修繕引当金70,504千円を使用する。

Ⅳ． リース契約により使用する固定資産に関する注記

１ リース取引の処理方法

準じた会計処理を行っている。

Ⅴ． その他の注記

１ 修繕引当金に係る経過措置

取り崩すこととする。

２ 補助金等により取得した固定資産の償却制度等の変更に伴う経過措置

している。

貸借対照表に計上されている企業債(当該年度末日の翌日から起算して１年以内に

償還予定のものも含む。)のうち、他会計が負担すると見込まれる額は163,852千円

把握できる資産を除いたすべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良

したことが明らかな資産は除く。）を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理

新会計基準移行に係る経過措置

平成26年３月31日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で

現に資本剰余金として整理している額については、平成26年３月31日以前に取得

又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に

平成26年３月31日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により

（１）

（２）

平成26年度において、退職手当として69,045千円を支給することとなったため、

所有権移転ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に

平成26年度において、実施する修繕費用として70,504千円を支出することとなった
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